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由布市挾間町開発行為指導要綱 

 
第１章 総則 

 

   （目的） 

   第１条 この要綱は、挾間町環境保全条例及び挾間町環境保全条例施行規則に基づき、由

布市挾間町内における開発行為及び建築行為によって、無秩序な開発行為が行われるこ

とを規制し、環境の破壊及び災害を未然に防止することにより、住みよい生活環境を備

えた町づくりを図るため、開発行為を行うものに対し、施行上の基準を定め、これらの

履行を指導することを目的とする。 

   （定義） 

第２条 この要綱において、「開発行為」とは、本要綱第３条に規定する行為をいう。 

２ この要綱において、「開発行為者（以下、「事業者」という。）」とは、開発行為を

施行するすべてのものをいう。 

３ この要綱において、「公共施設」とは、都市計画法第４条第１４項で規定する道路及

び公園、並びに同法施行令第１条の２で定める下水道、緑地、広場、河川、水路及び消

防の用に供する貯水施設をいう。 

４ この要綱において、「公益施設」とは、公共施設を除く市民生活の福祉増進に必要な

学校、幼稚園、保育所、公民館、集会所、塵芥処理施設、衛生施設及び駐車場等をいう。 

 （適用の範囲） 

第３条 この要綱は、由布市挾間町において開発される下記の各事業について適用するも

のとする。 

  (1) 宅地造成、その他の土地の区画形質を変更する事業等で、その面積が１,０００㎡

を超える土地造成行為 

   (2) 開発区域の傾斜度が３０度以上で、その斜面の直高が１０ｍ以上の急傾斜地におけ

る土地造成行為 

   (3) 特殊建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第２項に規定する建

築物）で、２階建以上の建築物及び延床面積が５００㎡以上のものを建設する行為 

 ２ 同一事業者がすでに施行又は施工中の開発事業等に接続してさらに事業を行う場合には、 

その全ての面積を第１項に定める規模の対象とするものとする。 

 ３ 第３条第１項の下記の各事業について適用以外のものの内、次の事業を行う場合は様式 

第１８号により届け出るものとする。 

    (1) 営利を目的とした事業で、宅地造成、その他土地の区画形質を変更する事業    

で、その面積が５００㎡を越える土地造成行為。 

     (2) 特殊建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第２項に規定する

建築物）を、建設する行為。 

  （開発行為の施行） 

第４条  事業者は、開発行為が前条に該当するときは、関係法令の定めるもののほか、この 

要綱に定める事項によって施行するものとする。 
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   （事前相談） 

第５条 事業者は、第３条の規定による開発事業等を行おうとするときは、事前に挾間町環境 

境保全条例第２９条（事前環境調査）、第３０条（事前公開）、第３１条（説明会の開催） 

及び第３２条（近隣関係者等の理解）に掲げる事項について市より説明を受け、その履行に 

努めるものとする。 

（事前協議） 

第６条 事業者は、第３条の規定による開発事業等を行おうとするときは、別紙開発事業等事 

前協議申請書（様式第５号）に関係書類を添え市長に提出し、事業計画の内容及び工事施工 

方法等について協議するものとする。 

２ 市長は、前項の事前協議書が提出されたときは、必要に応じて事前技術調査を実施するこ 

とができるものとする。 

３ 市長は、第１項の事前協議書が提出されたときは、必要に応じて環境保全審議会に諮問す 

るものとする。 

（指導、助言及び勧告等） 

第７条 市長は、前条の規定による事前協議において、審議会の意見等をふまえ、必要と認め 

られるときは、事業者に対し適切な措置を取るべく指導、助言及び勧告等するものとする。 

 （事前協議終了の通知） 

第８条  市長は、前条の措置の結果、当該開発事業等の計画が市の施策に適合していると判 

断したときは、事業者に必要な事項を通知するものとする。 

（申請） 

第９条  事業者は、開発申請をするとき、前条の通知結果及び申請に必要な書類を添え、開 

発申請書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。 

 

第２章  公共施設 

 

   （公共施設計画との適合） 

 第１０条 開発区域内及びその周辺地域において、すでに道路、公園、上下水道、その他の 

公共施設に関する計画が定められている場合には、その計画に適合するよう策定するもの 

する。 

  （街区及び区画） 

 第１１条 街区は原則としてその形状を長方形とし、下記の表に掲げる標準によるものと 

する。 

ただし、周辺の状況及び予定建築物の用途規模等により適当と認める場合はこの限り

でない。 

  （街区の構成） 

 

 

住 居 地 域 ま た は 

こ れ に 準 ず る 地 区 

商 業 地 域 ま た は 

こ れ に 準 ず る 地 区 

工 業 地 域 ま た は 

こ れ に 準 ず る 地 区 

長辺 １４０ ～ ８０ｍ １３０ ～ ８０ｍ ２００ ～ ８０ｍ 
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短辺   ４５ ～ １５ｍ   ５０ ～ １５ｍ 
 

 ２ 住宅造成を目的とする開発行為は、１区画の面積を１６５㎡以上とするものとする。た

だし、市長が特にやむを得ないと認めたときはこの限りではない。 

  （道路施設） 

 第１２条 開発区域内に設置する道路は、次の各号に掲げるものを標準とするものとする。 

 (1) 道路は別に定めるものを除き、道路に関する基準（大分県土木建築部都市計画課編集 

「都市計画法開発許可制度の手引き」）によるものとする。 

（標準道路幅員） 

     (2) 道路には雨水等を有効に排出するため、下記に示す構造と同等以上の排水能力を有 

する側溝を設けるものとする。 

    開発許可技術的基準及び排水施設の設計（大分県土木建築部都市計画課編集「都市計

画法開発許可制度の手引き」）による。 

    (3) 道路は「由布市市道認定基準（由布市告示第７９号）」に適合するものとする。 

    （排水施設） 

 第１３条 事業者は、開発区域から放流する雨水・汚水等を排水するために必要な施設につ 

いては、集水区域を勘案の上、次の基準により設置又は改修するものとする。 

(1) 開発区域から放流する雨水・汚水等を排水するための必要な施設の基準は、排水施

設に関する基準及び開発許可技術的基準（大分県土木建築部都市計画課編集「都市計

画法開発許可制度の手引き」 ）によるものとする。 

(2) 開発区域外の既設水路に開発行為が起因して、周辺地域に被害を及ぼす恐れのある

場合は、事業者は市長の指示に従い、事業者負担で既設水路を改修するものとする。

ただし、改修水路の範囲は市長と協議するものとする。 

(3) 事業者は用・排水施設の設置又は改修にあたっては、河川及び水路の管理者の同意

開 発 規 模 
0.1ha 

未満 

0.1ha 以上 

3ha 未満 

3ha 以上 

10ha 未満 

10ha 以上 

20ha 未満 

20ha 

以上 
備 考 

住 

宅 

地 

区 画 街 路 ６ｍ（４ｍ） 
     

 

( )内の 

数値は小 

区画で通 

行上支障 

がない場 

合のみに 

適用する 

主たる道路 ６ｍ ９ｍ 

幹 線 道 路  
12ｍ 

以上 

住
宅
地
以
外
の
道
路 

区 画 街 路 ６ｍ（４ｍ） 

主たる道路 ６ｍ ９ｍ 

幹線道路  
12ｍ 

以上 
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を得て市長と協議のうえ、施工するものとする。 

 （公園・緑地・広場施設） 

第１４条 公園、緑地並びに広場（以下、「公園等」という。）は、誘致距離及び避難活

動等を考慮して、利用者の有効な利用が確保されるような位置に配置するものとする。 

２ 開発行為で面積が３，０００㎡以上の事業を行う場合の公園等の設置に関する技術基

準は、都市計画法等の関係法令に定めのあるもののほか、次の各号によるものとする。 

 (1) 公園等の面積は、開発区域の面積の３％以上とし、設置箇所については市と協議す

るものとする。 

 (2) 公園等は、長方形等著しい狭長、屈曲のない形状であるものとする。 

 (3) 公園等は、できるだけ平たんで遊戯施設等の施設が有効に配置できる形状とし、１

５度以上傾斜した土地の部分は、公園面積に含めないものとする。 

 (4) 公園等の周囲及び危険な箇所には、柵又はフェンスを設置するものとし、１，００

０㎡以上の公園には、２箇所以上の出入口を設けるものとする。 

 (5) 公園等は、周囲を住宅に直接接しないものとする。 

 (6) 公園等は、低湿地や高圧線下、その他利用に障害及び危険となる場所は避けるもの

とする。 

 (7) 公園施設の種類、数量、配置及び構造等については、市長と協議するものとする。 

 （消防施設） 

第１５条 消防施設は、消防法に基づく「消防水利基準」により、市と協議の上、由布市

消防本部の指導に従い、開発区域内に設置するものとする。 

（水道施設） 

第１６条 開発区域に対する給水は、原則として市水道事業施設から行うものとするが、

市水道事業施設からの給水が不可能な場合には、次の基準により計画するものとする。 

 (1) 計画給水量 

    計画１日平均給水量  ３００  L  / 人 

          計画１日最大給水量  ４５０  L  / 人 

     計画時間最大給水量  ８００ L  / 人 

  (2) 水道法又は市条例の適用を受けるとき、これらの法令による認可等を開発行為の

完了検査までに受けるものとする。 

  (3) 工法、その他は日本水道協会水道施設設置基準及び関係法令に従うものとする。 

 

 第３章 公益施設 

 

  （公益的施設の用に供する用地の確保） 

  第１７条 開発区域の規模に応じて、必要と認められる公益施設の用に供する用地は、下

記の表に掲げるものを標準として確保するものとする。ただし、市長と協議のうえ、周

辺の状況等を勘案して必要がないと認められる場合は、この限りでない。 
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   （住区構成と配置） 

   （注）開発区域内の計画人口は、１ｈa当たり１００人を標準とする。 

 （塵芥処理施設） 

第１８条 開発地域には、ごみ収集作業の円滑化をはかるため、衛生上支障がない適当な

場所に集積用地を確保するとともに、当事者によって清掃活動を行うものとする。 

   （衛生施設） 

  第１９条 水洗式し尿処理施設を設置しようとする場合は、次の条件を満たすものとする。 

   (1) 処理水の放流先があり、かつ、水利関係者の同意があるものに限るものとする。 

   (2) 監督官庁の定める形式基準によるものとする。 

  ２ し尿処理施設が設置されていない場合は、すべてくみ取り式とするものとする。 

  ３ 処理した汚水の放流に起因して生ずる第三者との紛争は、事業者及び関係利用者にお 

いて解決するものとする。 

   （駐車場・自転車置場） 

  第２０条 開発区域内に設置される商店街並びに店舗等には、歩行者及び交通に支障をき 

たさないよう、駐車場施設並びに自転車置場等の整備をするものとする。 

   （安全施設） 

  第２１条 開発区域内並びにその周辺（接続道路を含む。 ）に防犯灯、カーブミラー及び

横断歩道等の交通安全設備を設置するものとし、維持管理については、関係利用者が行

近 隣 住 区 数   １ ２ ４ 

 戸数（戸） 

 人口（人） 

   

50～150 

 200～600 

（隣保区） 

500～1,000 

20～4,000 

（分 区） 

2,00～2,500 

7,00～10,000 

(近隣住宅) 

4,000～5,000 

14,00～20,000 

8,000～10,000 

28,00～40,000 

（ 地     区 ） 

教 育 施 設  幼 稚 園 小 学 校 中 学 校 高 等 学 校 

福 祉 施 設  保育所・託児所   （社会福祉施設） 

保 健 施 設 
 診 療 所 

 （巡回） 

診 療 所 

 （巡回） 

 病院(入院施設 ) 

保 健 所 

保 安 施 設 

防 火 水 槽 

（消火栓） 

警察派出所 

 （巡回） 

巡査駐在所 

消防(救急) 

  派出所 

 警 察 署 

消 防 署 

 

集 会 施 設 集      会     所 公 民 館 

文 化 施 設   図  書  館 

管 理 施 設  管 理 事 務 所 市 役 所 出 張 所 

通 信 施 設 
 ポ ス ト ・ 

公 衆 電 話 
郵 便 局 ・ 電 話 交 換 所 

商 業 施 設  日用品店舗 専門店・ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト 

サ ー ビ ス施設 
 

共同浴場 新聞集配所 銀行 
映 画 館 ・ 

 娯 楽 施 設 
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うものとする。 

  ２ 開発行為に伴う切土及び盛土部の法肩に必要に応じて防護柵等の安全施設を施行する

ものとする。 

  ３ 前項のほか、必要に応じて安全施設を整備するものとし、その施設の種類等について

は、別途市長と協議のうえ定めるものとする。 

 

 第４章 環境保全 

 

  （火災・公害の防止） 

第２２条 開発事業施行にあたっては、公害の発生を未然に防止するため、公害関係法令を 

遵守し、市長の指導を受けるものとする。 

  （日照権・電波障害） 

 第２３条 中高層建築物を建築する場合、事業者は事前に日照の影響について市と協議する 

とともに、附近の住民に対し建設計画について地元説明会を開催し、合意を得たうえで計 

画を図るものとする。 

２ 事業者は、附近住民の受けるテレビ電波等の障害の排除に努め、ＮＨＫ等電波管理者に 

協議し、必要な施設を事業者の負担において設置するとともに、維持管理についても事業 

者が行うものとする。 

３ 携帯電話等の中継基地を建設する事業者は、建設前に、建設する電波塔の中心からの水平距 

離が、当該電波塔の高さの２倍に含まれる範囲の自治区及び土地・建物所有者に対して建設に

ついての十分な理解を得るための説明会を開催し、結果を市長へ様式第１７号より届け出るも

のとする。 

 （溜池施設） 

  第２４条 開発区域内に溜池が存在するときは、自然景観の保全のためこれを活用し、緑

地又は公園として整備するよう計画するものとする。 

  ２ 事業計画上、溜池の埋立てを必要とするときは、関係水利権者の同意を得て、市長の

指示を受けるものとする。 

   （緑地保全） 

  第２５条 緑地については、市長と充分協議のうえ保全するものとする。 

   （文化財保護） 

  第２６条 文化財埋蔵地が開発区域内にある場合は、文化財保護法第５７条の２に規定す

る手続きをするものとする。 

  ２ 開発区域内の文化財は、発掘保存について市長と協議のうえ、保存活用を図るものと

する。 

  ３ 開発行為施行中に文化財を発見した場合は、直ちに工事を中止し、現状を変更するこ

となく、教育委員会と協議し、文化財保護法に定める必要な処置を講じるものとする。 

  ４ 文化財等の調査費等については、事業者負担とするものとする。 

 

  第５章 公共・公益施設の土地帰属及び管理引継 
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   （土地の帰属） 

  第２７条 開発区域内の公共・公益施設の土地は、工事完了届（様式第１３号）がなされ

ており、かつ、登記が可能なもので、次の各号に定める条件を具備しているものについ

ては、市に寄付することができるものとする。 

   (1) 公共・公益施設引継ぎに関する事前協議が市長と事業者との間に整い、市長に対し

て、公共・公益施設の土地の帰属の協定書が提出されていること。 

   (2) 公共・公益施設の土地の分筆確定測量が終了し、所有権移転登記に必要な所定の手

続きがなされていること。 

   (3) 公共・公益施設の土地に関し、第三者の権利がすべて抹消されていること。 

   (4) 公共・公益施設の土地の境界がコンクリート杭等で明確に表示されていること。 

   (5) その他市長が土地の帰属に必要と認められる事項が整備されていること。 

   （教育施設） 

  第２８条 教育施設の土地の帰属については、市長と事業者とが別途協議して決定するも 

のとする。 

   （公共・公益施設の引継ぎ管理） 

  第２９条 公共・公益施設の管理に関する引継ぎは事業者より管理の引継協議書（様式第 

１６号）が提出されたもので、次の各号に定める条件を具備し、かつ、市長が、管理が 

が適当と認めたものについて行うものとする。 

   (1) 当該開発区域内の市街化率（入居率）が５０％以上のものであること。ただし、 

道路及び河川（水路を含む。）についてはこの限りでない。 

   (2) 市の行う検査に合格したものであること。 

   (3) 引継ぎに関する内容が明確なものであること。 

  ２ 道路（公衆用道路）敷地は、第２７条第１項に定める条件を具備し、工事検査後すみ 

やかに関係書類を添えて、市へ引き継ぐものとする。 

  ３ 道路に関する事項はこの要綱に定めるもののほか、「由布市市道認定基準施行要領」 

によるものとする。 

   （事後責任） 

  第３０条 公共・公益施設が市に引継ぎがされた後にあって、事業者の責任に起因する施 

設の損傷等は、他に定めのあるものを除き、原則として２ヶ年間はその者の責任におい 

いて補修するものとする。 

   （事業者管理の施設） 

  第３１条 この要綱のうち事業者が管理する施設がある場合に、管理を民間管理会社又は 

自治区等へ委託する場合は、維持管理等の責任を明らかにするとともに、証となる書類 

の写しを工事完了届前に市長に提出するものとする。 

 

  第６章 その他 

 

   （事業地の名称） 
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  第３２条 事業者は、開発事業区域の団地の名称の決定については、市長と協議するもの 

とする。 

   （公共・公益用地の原価譲渡） 

  第３３条 市が開発区域内の公共・公益上、提供面積を超えて用地を必要とするときは、 

事業者は、その超える部分について原価（土地取得費+造成費）で市に譲渡するものと 

する。 

   （立入り検査） 

  第３４条 市長は、開発事業及び施設の施行に際して職員等を開発区域内の土地に立ち入 

   らせ、工事の状況を調査させることができるものとする。 

   （勧 告） 

  第３５条 市長は事業者に対し、この要綱に基づき、報告もしくは資料の提出を求め、又 

は勧告することができるものとする。 

   （ 届 ） 

  第３６条 事業者は、開発事業に着手したときは着手届、完了したときは完了届（様式第 

１３号）を市長に提出するものとする。また、事業の内容等に変更があった場合は次の 

各号によるものとする。 

(1) 要綱第３条第１項(1)・(2)号において、用途の変更・開発区域の増が生じた場合は、

市長と協議するとともに、由布市挾間町開発指導要綱（以下要綱という。 ）第６条の 

規定による開発事業等事前協議申請書を提出するものとする。 

(2) 要綱第３条第１項(3)号において、用途の変更・開発区域の増・延床面積の増（３

０％以上）・階数の増・棟数の増が生じた場合は、市長と協議するとともに、要綱第

６条の規定による開発事業等事前協議申請書を提出するものとする。 

(3) 前号の(1)号・(2)号に該当しない変更が生じた場合は、開発変更申請書（様式第１

０－１号）を市長へ提出するものとする。但し軽微なものは別途協議するものとする。 

   （完了検査） 

  第３７条 市長は、完了届が提出されたときは、当該工事がこの要綱の内容に適合してい 

るかどうかについて検査し、その検査の結果については（様式第１５号）により事業者 

に通知するものとする。 

  ２ 当該工事がこの要綱に適合していないときは、市長は、改善について指示することが 

できるものとする。又、事業者は改善の指示を受けた場合は、その改善に当たり、その 

の後完了検査を受けるものとする。 

   （協議） 

  第３８条 この要綱による細部協議は、各主管課において行うものとする。 

   （その他） 

  第３９条 この要綱に定めのないもの及び市長が特に必要と認める事項については、 

   その都度別に定めるものとする。 

 

 

     附 則 
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 １ この要綱は、平成１２年１月１日より施行する。 

 ２ 昭和５６年１１月１日施行の、挾間町開発行為指導要綱は廃止する。 

 ３ この要綱の施行の際、既に町長が旧要綱及び法的手続を経て申請書を受理したものに 

  ついては、従前の例による。 

 

     附 則 

   この要綱は、公布の日から施行し、平成１２年９月１日から適用する。 

 

     附 則 

   この要綱は、公布の日から施行し、平成１２年１１月１日から適用する。 

 

     附 則 

   この要綱は、公布の日から施行し、平成１３年８月１０日から適用する。 

 

     附 則 

   この要綱は、公布の日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 
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由布市建築協定に関する条例 

 

平成１７年１０月１日 

条例第１９９号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６９条に規定する建築協定に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項） 

第２条 市の区域の一部において土地の所有権者並びに建築物の所有を目的とする地上権者及び賃借

権者は、当該権利の目的となっている土地について一定の区域を定め、住宅地としての環境又は

商店街としての利便を高度に維持増進する等、建築物の利用を増進し、かつ、土地の環境を改善

するためその区域内における建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠又は建築設備に関す

る基準について協定することができる。 

（他の法令との関係） 

第３条 前条の規定による建築物に関する協定の内容は、建築に関する法律及びこれに基づく命令並

びに条例に適合するものでなければならない。 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 
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由布市建築協定に関する条例施行規則 

 

平成１７年１０月１日 

規則第１３４号 

改正 平成２２年１２月２７日規則第４０号 

平成２８年７月１９日規則第５５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、由布市建築協定に関する条例（平成１７年条例第１９９号）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（提出された協定書の公告） 

第２条 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第７１条の規定による協定

書の縦覧場所は、由布市役所とし、縦覧期間は、２０日間とする。 

（公開による意見の聴取の開催） 

第３条 市長は、法第７２条第１項の規定に基づき公開による意見の聴取（以下「公聴会」とい

う。）を行うときは、開催１週間前までに意見の聴取の事由、日時及び場所を公告するとともに、

当該建築協定をしようとするもの（以下「協定者」という。）及び法第７１条の規定による縦覧

期間の満了後１０日以内に市長に文書をもって異議を申し出た者（以下「異議申出人」とい

う。）に通知しなければならない。 

（代理人） 

第４条 協定者又は異議申出人は、公聴会に出席することができない場合は、その代理人を出席させ

ることができる。 

（公聴会の議長） 

第５条 公聴会は、市長又は市長の指名した市の職員が議長となる。ただし、次の各号のいずれかに

該当する者であってはならない。 

（１） 協定者又は異議申出人の三親等以内の親族 

（２） 協定者又は異議申出人の法定代理人 

（３） 協定者又は異議申出人と直接に利害関係がある者 

（関係職員等の出席） 

第６条 市長は、必要があると認めるときは、公聴会に関係行政機関の職員の出席を求め、意見を聴

き、又は説明を求めることができる。 
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（証人及び参考人の出席） 

第７条 協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、意見の聴取に際して自己に有利な証人又は参考

人を出席させ、有利な証拠又は資料を提出することができる。 

２ 前項の場合においては、協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、公聴会の開会までに市長に

届け出なければならない。 

（意見の聴取の記録） 

第８条 議長は、公聴会の出席者の住所、氏名及び建築協定書の説明意見等内容の要点を職員に記録

させなければならない。 

（認可された協定書の一般縦覧） 

第９条 法第７３条の規定により認可された協定書の縦覧場所は、建設課とする。 

（雑則） 

第１０条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１２月２７日規則第４０号） 

この規則は、平成２２年１２月２７日から施行する。 

附 則（平成２８年７月１９日規則第５５号） 

この規則は、平成２８年７月１９日から施行する。 
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由布市開発区域の給水に関する規程 

平成１７年１０月１日 

水道事業管理規程第８号 

改正 平成２４年３月３０日水管規程第６号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、由布市水道事業給水条例（平成１７年条例第２０５号）第５条の規定による

「給水装置の新設等の申込み」のうち、開発区域への給水を円滑に行うため必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 給水施設 開発区域内の施設で各戸の給水管及び建物に附属する施設並びにこれらに準

ずる施設を除いたものをいう。 

（２） 受水槽方式 受水槽を設置し配水池等に揚水して給水する方式をいう。 

（３） 親メーター ２戸以上の子メーターの上流に設置するメーターをいう。 

（４） 子メーター 親メーターの下流側に、各戸ごとに設置するメーターをいう。 

（協議） 

第３条 開発行為を行う者（以下「開発行為者」という。）は、給水について、あらかじめ水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）に協議し、承認を得なければならない。 

２ 開発行為者は、給水施設を市に帰属及び無償譲渡を条件とし、帰属、無償譲渡をしようとする場

合は、あらかじめその旨を管理者に申し出なければならない。 

（給水施設の基準） 

第４条 給水施設は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）第５条、由布市水道事業給水条例、由布

市水道事業給水条例施行規程（平成１７年水道事業管理規程第６号）その他関係規程に定める設

置基準に適合しなければならない。 

（工事の施行） 

第５条 工事の施行は、管理者又は管理者の許可を受けた者が承認を得て行わなければならない。 

（費用の負担） 

第６条 給水のために必要な費用は、すべて開発行為者の負担とする。 

２ 前項に規定するもののほか、親メーターの指示水量と、各戸の子メーターの合計水量との差につ

いては、開発行為者の責任において料金を納入しなければならない。 
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（給水施設の無償譲渡） 

第７条 開発行為者は、工事完了後管理者の行う検査に合格した給水施設が、次に掲げる条件を満た

した後に管理者と施設の無償譲渡について協議することができる。 

（１） 給水施設が設置されている開発区域内の道路が公道又はそれに準ずる道路に認定された

とき。 

（２） 受水槽方式の開発区域にあって、給水施設の用に供する土地を市に無償譲渡のため移転

登記が可能であるとき。 

（３） 計画給水戸数の５０パーセントの給水が行われたとき。 

（４） 管理者が別に定める管理費を納入できるとき。 

（水道施設の維持管理） 

第８条 前条の協議が成立し、給水施設の用に供する土地の所有権移転登記及び管理費の納入が完了

した給水施設の維持管理は、翌年度始期から管理者が行うものとする。 

２ 前項の規定に基づき、管理者が水道施設を維持管理する不要となる親メーターの撤去に要する工

事費は、開発行為者の負担とする。 

第９条 この規程の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日の前日までに、合併前の開発区域の給水に関する規程（昭和６２年挾間町規

程第１号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この規程の相当規定によりなされた手続

その他の行為とみなす。 

附 則（平成２４年３月３０日水管規程第６号） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 
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由布市開発区域の給水に関する取扱要綱 

 

平成１７年１０月１日 

水道事業管理規程第９号 

 

由布市開発区域の給水に関する規程(平成 17 年水道事業管理規程第 8 号。以下「規程」とい

う。)の施行についての取扱いを適正かつ合理的に行うため、必要な要綱を次のとおり定める。 

 

第１条 規程第 3 条第 1 項に規定する協議については、次の事項に基づき行う。 

(1) 計画及び施工は、市水道条例及び関連規程、要綱基準等によるほか、水道法(昭和 32 年法

律第 177 号)第 5 条に規定する「水道施設基準」に準拠すること。 

(2) 給水施設の資料として次の図面書を提出しなければならない。 

ア 給水同意申請書 

イ 開発区域の位置図(2,500 分の 1) 

ウ 設計図書及び水理計算書 

エ その他必要な書類 

(3) 帰属及び無償譲渡の条件を具備しようとする開発団地 

ア 管理費については、人件費その他の変動があるため年度当初基本単価を定め、別に定め

る算出基準により算定する額の納入に関すること。 

イ 管理者に無償譲渡が完了するまでの維持管理及び親メーターを設置し、団地においては

各戸の子メーターの検針及び徴収は開発行為者が行うことに関すること。 

ウ その他必要な事項に関すること。 

(4) 帰属及び無償譲渡の条件が具備できない開発区域については、給水しないこととする。 

 

第２条 規程第 3 条第 2 項の無償譲渡の申出については、別紙「給水施設寄附申込書」を提出

するものとする。 

 

第３条 規程第 7 条の検査を受けるためには、次の図書を提出しなければならない。 

ア 工事完了届 

イ 工事写真(施工前・施工中・施工後) 

ウ 完成図(配管図を含む) 

エ その他必要な書類 

第４条 規程第 7 条の無償譲渡の条件を具備し、協議の成立した給水施設は別紙の受納の書類

により開発行為者に通知し、翌年度以降の維持管理は管理者が行うものとする。 

 

第５条 規程第 7 条第 4 号及び第 8 条に規定する管理費は、次の事項により算出する。 

(1) 電力料金 

基本料金 10 年分 

(2) 人件費(加圧設備 1 箇所当たり)  
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基本単価×週 2 回半日(10 年分) 

(3) ポンプ・電動機(予備を含む)の取扱費用 

管理及び引継ぎ時の実費 

{電気料金＋人件費}×10 年分＋ポンプ・電動機の取扱費用 

(注) 

人件費の週 2 回半日は年 52 人として通産省の指導による保守規程の平均である。 

人件費の基準単価は毎年度当初算出し、その単価に基づき計算する。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の開発区域の給水に関する取扱要綱(  

昭和 62 年挾間町告示第 18 号)の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当

規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

 

 

 

 

 


